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Ⅰ．はじめに 

 

1967年3月に英国で発生した「トリー・キャニオン(Torrey Canyon)号」(クウェート原油 約90

万バレル積載)の事故を契機に、油濁補償体制を整備する為の方策が模索され、現行の国際

油濁補償制度は、船主が油濁損害に自主的に補償する事に合意したTOVALOP(Tanker 

Owners Voluntary Agreement concerning Liability for Oil Pollution)協定及び、石

油会社国際海事評議会(Oil Companies International Marine Forum = OCIMF)によ

って1971 年に設立されたCRISTAL(Contract Regarding an Interim Supplement to 

Tanker Liability for Oil Pollution)基金が土台になっています。国際油濁補償制度構築の

流れを受け、1971 年6 月28 日に、OCIMF とCRISTAL の窓口として当協会の前身組織

である石油産業海事協議会が発足しました。当協会は、これまで国際油濁補償基金

(International Oil Pollution Funds = IOPC Funds)及びOCIMF の窓口として、関係省

庁及び民間機構等と連携しながら、様々な石油の海事問題に取り組んで参りました。 

 

様々な制度的な変遷を経て、現在の3つの国際条約 (＝「3 層構造」)及び、それらを補足する

2つの民間自主協定から成る国際油濁補償制度が確立し、またOCIMFによる安全対策への取

り組み（SIRE等）も奏功し、大型タンカーによる油濁事故は大きく減少しました。その一方で、

制度上付保義務のない小型タンカーによる事故の増加や、流出源が特定できない不可解な事

故、付保や支払能力等に懸念があるNon-IG クラブ問題等、難しい問題も顕在化しています。 

 

2023年2月にフィリピン沖で発生した油濁事故も約500トンと小型のタンカーですが、補償がどこ

まで拡大するか懸念が深まっています。同サイズのタンカーは油濁補償制度の土台である第一層

（船社）の付保の義務がなく、補償の原則となる「(真の)汚染者負担の原則」（Polluter 

pays principle）からも制度の見直しが必要と考えております。現基金の参加組織に拠出者の

代理人は存在しない為、海事局や学識経験者、関係機関等と連携しながら、基金に対して改

善の働きかけを行っています。 

 

また、直近では、ロシア制裁を回避するために、Dark operation が横行していると報じられてい

ます。航行距離の増加、位置情報の改ざん（AISの電源オフ）、国際海域における船舶間の

瀬取り（STS）等の行為は、船舶同士の衝突や、原油流出等のリスクを増大させる可能性が

あります。これらDark operationによる油濁事故は、油の流出源が判明しない事故につながる

可能性があり、船主の責任の帰属を難しくします。現行の基金制度では、汚染源である船の特

定が困難な場合は、第一層の船主及びその保険社が負うべき金銭的負担も全て第二層の拠



 

出者が負担することを意味します。我が国は、インドに次ぐ2番目の拠出国であり、日本の拠出者

として、基金のルールとは言え拠出せざるを得ない状況に釈然としないものを感じます。 

 

我々の要望は条約改正にもつながることから、まずは海事局をはじめ日本の総意として合意を形

成する必要があります。更に、条約改正は拠出者にとって新たな補償が課されるリスクも想定さ

れ、極めて高いハードルではありますが、会員の皆様のご支援を賜るとともに、今後は拠出者とし

ての発信力を高めるべく、海外の拠出者との連携も模索しながら、関係者の理解を得るよう努力

して参ります。 

 

以下、当協会の 2022 年度の業務概要を報告します。 

  



 

Ⅱ．会員関連業務 (会議・委員会の開催、情報・資料の配付等) 

 

1．総会 

(1) 第54 回 (2022 年7 月12 日；オンライン開催) 

① 2021 年度 事業報告に関する件 

② 2021 年度 決算報告に関する件 

③ 2022 年度 予算(案)に関する件 

④ 2022 年度 年会費及び後期会費分担(案)に関する件 

⑤ 定款改定に関する件 

⑥ 2022 年度 監事選任に関する件 

⑦ その他 

 

2．理事会 

(1) 第58 回 (2022 年7 月12 日；オンライン開催) 

① 2022 年度 会長、副会長及び常任理事選任に関する件 

② その他 

 

3．常任理事会 

(1) 第258 回 (2022 年 4 月6 日；紙上開催) 

・会長・常任理事の任期中の交代について 

(2) 第259 回 (2022 年 7 月12 日；オンライン開催) 

① 2021 年度 決算報告に関する件 

② 2022 年度 予算(案)に関する件 

③ 2022 年度 年会費後期会費分担(案)に関する件 

④ 2022 年度 会長、副会長及び常任理事候補に関する件 

⑤ 国際油濁補償制度に関わる最近の動向 (報告事項) 

⑥ その他 

(3) 第260 回 (2022 年 12 月 14 日；オンライン開催) 

① 国際油濁補償制度の現状 

② OCIMF 関連報告 

③ その他 

(4) 第261 回 (2023 年 2 月21 日；紙上開催) 

① 2022 年度 仮決算 



 

② 2023 年度 仮予算(案) 

③ 2023 年度 仮年会費及び前期会費分担(案) 

 

4．総務委員会 

(1) 第70 回 (2022 年4 月13 日；紙上開催) 

・業務委員の任命について 

(2) 第71 回 (2022 年5 月24 日；紙上開催) 

・総務委員長交代 

(3) 第72 回 (2022 年6 月23 日；紙上開催) 

・専務理事新報酬制度導入 

(4) 第73 回 (2022 年6 月30 日；オンライン開催) 

① 2021 年度 決算 

② 2022 年度 予算(案)  

③ 2022 年度 年会費及び後期会費分担(案)  

④ 定款改定 

⑤ 2022 年度 代表理事・監事候補 

⑥ その他 

(5) 第74 回 (2022 年8 月1 日；紙上開催) 

・技術委員任命について 

(6) 第75 回 (2022 年9 月16 日；オンライン開催) 

① 専務理事後任選定 

② 専務理事報酬規程(案) 

(7) 第76 回 (2022 年10 月13 日；オンライン開催) 

・専務理事後任候補者 

(8) 第77 回 (2023 年2 月20 日；オンライン開催) 

① 2022 年度 仮決算 

② 2023 年度 仮予算(案) 

③ 2023 年度 年会費及び前期会費分担(案) 

④ その他 

 

5．業務委員会  

(1) 第291 回 (2023 年 2 月28 日；オンライン開催)  

① 2022 年度IOPC 基金総会報告 



 

② OCIMF 関連報告 

③ その他 

 

6．技術委員会  

(1) 第15 回 (2023 年2 月24 日；オンライン開催)  

① OCIMF 関連報告 

② 2022 年度IOPC 基金総会報告 

③ その他 

 

7．その他 

(1) 資料の和訳及び配付 

① IOPC 基金Annual Report 2021 (2021 年年次報告書) 及び 

② Incidents Involving the IOPC Funds (2022 年8 月時点で IOPC 基金が関与し

ていた事故及び過去 1 年の間に決着した事故に関する最新の基金文書) 

を和訳し、電子ファイルにて会員及び関係先に配付した。 

 

Ⅲ．対外業務 (会議への出席等) 

 

1．IOPC 基金関連 (代表は日本国；当協会はアドバイザーとして出席) 

(1) 2022 年10 月25～28 日 (ハイブリッド開催) 

・92 年基金第 22 回運営評議会(第 27 回総会総会代替)、92 年基金第 79 回理事会、

追加基金第19 回総会 

 

2．OCIMF 関連 

(1) 2022 年4 月28 日(オンライン開催) 

・SIRE 2.0 概要に関する説明会 

(2) 2022 年5 月31 日 (オンライン開催) 

・法律委員会 

(3) 2022 年6 月23 日(ハイブリッド開催) 

  ・理事会 

(4) 2022 年7 月20 日 (オンライン開催) 

  ・環境委員会 

(5) 2022 年7 月27 日 (オンライン開催) 



 

  ・プログラム委員会 

(6) 2022 年8 月11 日 (ハイブリッド開催) 

  ・理事会 

(7) 2022 年9 月21～22 日 (ハイブリッド開催) 

  ・プログラム委員会 

(8) 2022 年9 月29 日 (ハイブリッド開催) 

  ・環境委員会 

(9) 2022 年11 月30 日(ハイブリッド開催) 

・理事会 

(10) 2023 年 2 月7 日 (オンライン開催) 

  ・環境委員会 

(11) 2023 年 3 月8～9 日 (ハイブリッド開催) 

  ・環境委員会 

(12) 2023 年 3 月22～23 日 (ハイブリッド開催) 

  ・プログラム委員会 

 

3. 国際海事機関 (International Maritime Organization; IMO) 

(1) 2023 年3 月27～31 日 (ハイブリッド開催) 

・第110 回法律委員会 

 

4. ITOPF(＝旧 国際タンカー船主汚染防止連盟) 

(1) 2022 年11 月30 日 (対面開催) 

・総会 

 

5. 公益財団法人 日本海事センター 

 (1) 2022 年10 月13 日（ハイブリッド開催） 

・第38 回 油濁問題委員会 

(2) 2023 年 3 月6 日（ハイブリッド開催） 

・第23 回 IMO 法律問題委員会 

 

6. 一般財団法人 海上災害防止センター 

(1) 2022 年12 月5 日（オンライン開催） 

・第1 回 海上防災等専門委員会 



 

(2) 2023 年3 月2 日（対面開催） 

・第2 回 海上防災等専門委員会 

 

7. 石油連盟 

(1) 2023 年2 月22 日（オンライン開催） 

・2022 年度油流出ワークショップ 



 

Ⅳ．参考資料 

 

1．当協会概要 

(1) 名称：石油海事協会 

Petroleum Industry Marine Association of Japan (PIMA) 

(2) 資格：民間任意団体(法人格を持たない) 

(3) 設立：1971 年6 月 28 日 

(4) 事業概要： 

① 石油の海上輸送に関する安全及び油濁対策の調査・研究 

② IOPC 基金及び OCIMF に関し、次の諸事項を含む関連機関への意見表明及び 

  連絡・調整 

   ・ 諸規約の解釈及び運用 

   ・ 石油海上輸送実績の集計及び会費・拠出金の送付 

   ・ 油濁損害補償関係事項 

③ 関係官庁及び民間団体への意見表明及び連絡 

④ その他、本協会の目的を達成するために必要な事項  

(5) 会員数：28 社 (2023 年3 月末時点) 

 

2．IOPC 基金関連 

 5 つの国際的取り極めから成るもの： 

 ①92 年民事責任条約(92CLC；船主による賠償を規定) 

 ②92 年基金条約(92FC；油受取人が拠出する基金による補償を規定) 

 ③追加基金議定書(SF；油受取人が拠出する基金による補償を規定) 

 ④小型タンカー油濁補償協定(STOPIA；小型タンカーに関する、船主による民間自主協定) 

 ⑤タンカー油濁補償協定(TOPIA；タンカーに関する、船主による民間自主協定) 

 



 

 

SDR 1 = 179.561 円(2023 年3 月31 日)；以下、同数値を適用 

 

「3 層構造」における 船主負担 ＜ 油受取人負担 の是正策として前頁④及び⑤を導入。 

或るタンカーから流出した原重油による油濁損害を被った国が上記 3 つの国際条約に加盟して

いれば、1 事故当たり最大で SDR 750 百万(約1347 億円)まで補償される。また、そのタンカ

ーの船主が国際 P&I グループで P&I 保険に加入しており、その保険が同グループ内でプールさ

れ、その後、再保険に出されていれば、 

(i) 29,548総トン以下のタンカーによる油濁事故の場合、保険者のP&Iクラブは 92年民事責

89.77百万SDR

29.5千GT

国際油濁補償体制（2006年2月20日以降）

750百万SDR

4.51百万SDR

203百万SDR

5千GT 140千GT

基金負担

50%

船主自主的負担

（TOPIA 2006)

50%

追加基金の補償

（追加基金議定書）

基金負担

船主の賠償

（92年民事責任条約）

92年基金の補償

（92年基金条約）

船主自主的負担（STOPIA 2006）
20百万SDR

第1層：142か国 

第2層：121か国 

第3層：32か国 



 

任条約の船主責任限度額を超えて最大SDR 20 百万(約36 億円)までを負担し(前頁④)、 

(ii) 追加基金(補償額SDR 203 百万超～SDR 750 百万＝約365 億円超～約 1347 億

円)が発動されるような油濁事故が発生した場合、保険者の P&I クラブは追加基金が支払う補

償の 50%を負担する(前頁⑤)。 

 

(1) 油濁事故 

① IOPC 基金が新たに関与することとなった油濁事故 

2023 年2 月28 日(火)、Princess Empress は島嶼部で使用される 80 万リッターの燃

料油を積載して Bataan から Iloilo に向けてバターンから出航した。Oriental Mindoro 州

Naujan 沖で、エンジントラブルが発生し、その後荒波によって漂流し沈没した。環境天然

資源省によると、乗組員 20 名全員が救助されたが、船内にある 8 つのタンクのうち少なくと

も4つから油が漏出し広範囲に広がる重大な油汚染が発生した。特に、Mindoro島では、

環境保護地域や漁場を含む海岸に影響が及んでおり、推定 175,000 人が影響を受け、

数千人の漁業従事者が仕事を失っている。フランスの Le Floch Depollution 社が中心と

なって清掃作業が進められており、数カ月を要すると予想される。現在、本船が沈没している

可能性がある場所の水深は約 400m 程度とみられている。 

フィリピンは92年基金条約の締約国であるが、現段階でこの条約が今回の事故に適用され

るかどうかは不明。クレーム請求額は、CLCの責任限度額（4.51百万SDR）を超過する

ものの、船主は STOPIA 2006 に加入しており、責任限度額は 20 百万SDR に引き上げ

られるが、基金は引き上げ分につき求償権を持つ。(2023 年６月、基金の関与が確定。) 

 

② IOPC 基金の拠出が確定した油濁事故 

2018 年6 月23 日、石油・ケミカルタンカー・Bow Jubail (23,196 GT)は、オランダ王国

ロッテルダム港にある LBC タンク・ターミナル社所有の桟橋に衝突した。衝突により右舷のバ

ンカー油タンク付近で油が漏洩し港内に流出した。事故発生時、Bow Jubail はバラスト

航海中だったが、事故前の航海では 92 年CLC でいうところの油を積んでいた。 

2018 年、船主はロッテルダム地方裁判所において、本件はバンカー条約が適用されると主

張した。しかし、同裁判所は、事故発生時、本船内に持続性油の残渣が無かったことを船

主は証明しておらず、従って、1992 年民事責任条約(92CLC)に規定される船舶に該当

すると裁定した。後に、ハーグの控訴裁判所においてもロッテルダム地方裁判所の判決を支

持した為、船主はオランダ最高裁判所に(破棄を)上告したが、2023 年３月 31 日、最高

裁判所は、ロッテルダム地方裁判所とハーグ高等裁判所の判断を支持する判決を下した。 

 



 

 

 

(2) 92 年基金 

①  補償限度額は船主による賠償(最大で約 161 億円)を含めて SDR 203 百万/件(約

365 億円) 

② 2023 年3 月末時点の加盟国は 121 か国  

(2023 年５月12 日ギニアビサウが加盟予定) 

③ 2021 暦年中の受取拠出油量は約1,343.5 百万トン (61 か国、除くアルバ) 

＝15 万トンを超えて原重油を受け取った各国内事業体(約219 社)の受け取り数量の積

算(前年比+11.5 百万トン / +0.9%) 

    ・受取量15 万トン以下＝40 か国 

＝15 万トンを超えて原重油等を受け取った事業体が国内に 1 つも無かったということ； 

その旨の報告がなされた。 

・未報告20 か国(除くキュラソー、シント・マールテン)＝報告そのものがなされなかった。 

・次の5か国(除くオランダ)は、過去において油量報告を行っていない年が計5か年以上ある。 

ドミニカ共和国(23 年)、シリア(13 年)、セントルシア(11 年)、アルバニア(9 年)、ジブチ

(5 年) 

シリアは加盟国になって以降、油量報告を 1 回も行っていない。 

④ 2021 暦年も前年から引き続き、インドが最大拠出国で、日本は第2 位。以下、韓国、オ

ランダ、イタリアの順。 



 

 

* オランダ及びオランダ領であるアルバ、キュラソー及びシント・マールテン(高度な自治が認められ

ている 3 構成国)は別個に拠出油量を報告している。また、これら 3 構成国は追加基金には

加盟していない。 

**2022 年 12 月 31 日までにオランダから提出された拠出油報告は部分的であったため、

2021 年の総量は推計に基づいている。 

***中国は香港特別行政区のみが対象。 

(3) 追加基金 

① 補償限度額は船主と 92 年基金の補償を含めて SDR 750 百万/件(約1,176 億 

円；船主賠償及び 92 年基金の補償額の控除後の追加基金負担額は 858 億円ま 

で) 

② 2023 年3 月末時点の加盟国は 32 か国 

③ 2021 暦年中の受取拠出油量は約866.2 百万トン (拠出者数約125) 

拠出油量(トン) 割合 拠出油量(トン) 割合

1 インド 215,482,925 16.04% 32 アルゼンチン** 5,184,875 0.39%

2 日本 151,053,161 11.24% 33 フィリピン 5,073,861 0.38%

3 韓国 132,391,350 9.85% 34 ブルガリア 4,155,462 0.31%

4 オランダ *'** 99,041,644 7.37% 35 パナマ** 4,027,708 0.30%

5 イタリア 97,718,739 7.27% 36 ニュージーランド 3,755,474 0.28%

6 シンガポール 89,049,894 6.63% 37 アイルランド 3,242,515 0.24%

7 スペイン 64,366,473 4.79% 38 コートジボワール 3,116,407 0.23%

8 タイ 46,038,943 3.43% 39 メキシコ 2,694,544 0.20%

9 イギリス 45,567,868 3.39% 40 エストニア 2,347,216 0.17%

10 カナダ 42,889,575 3.19% 41 エクアドル 2,181,777 0.16%

11 フランス 36,417,557 2.71% 42 アンゴラ 2,001,204 0.15%

12 トルコ 34,811,300 2.59% 43 ウルグアイ 1,998,395 0.15%

13 ギリシャ 27,316,034 2.03% 44 チュニジア 1,797,399 0.13%

14 UAE 26,816,463 2.00% 45 マルタ 1,412,461 0.11%

15 ドイツ 23,130,451 1.72% 46 スリランカ 1,375,642 0.10%

16 スウェーデン 19,020,853 1.42% 47 コロンビア 1,206,651 0.09%

17 イラン 15,141,322 1.13% 48 ベルギー 1,135,543 0.08%

18 ポーランド 15,114,286 1.13% 49 ジャマイカ 1,133,430 0.08%

19 イスラエル 12,759,152 0.95% 50 パプアニューギニア 1,079,559 0.08%

20 オーストラリア 12,074,228 0.90% 51 カタール 888,225 0.07%

21 南アフリカ 9,955,682 0.74% 52 キプロス 685,540 0.05%

22 ポルトガル 9,599,274 0.71% 53 モーリシャス 654,113 0.05%

23 フィンランド 8,520,328 0.63% 54 モロッコ 450,171 0.03%

24 ノルウェー 8,383,546 0.62% 55 アルジェリア 357,676 0.03%

25 ブルネイ 8,328,588 0.62% 56 モーリタニア 268,361 0.02%

26 リトアニア 7,990,649 0.59% 57 アルバ* 234,671 0.02%

27 デンマーク 7,024,847 0.52% 58 マダガスカル 203,516 0.02%

28 マレーシア** 6,530,183 0.49% 59 アンティグア・バーブーダ 186,390 0.01%

29 クロアチア 6,282,888 0.47% 60 ガイアナ 175,469 0.01%

30 バハマ 6,036,534 0.45% 61 バルバドス 166,031 0.01%

31 中国 *** 5,422,902 0.40% 1,343,467,925 100%

加盟国 加盟国

合計



 

(前年比▲1.4 百万トン / ▲０.2%) 

 

* 追加基金では、最低でも 100 万トンを受取油量と見做す規程がある。 

**コンゴは未報告の為ゼロで計上されている。 

 

(4) 2022 年次拠出金 (2023 年3 月1 日 £1=164 円、SDR1=182 円) 

① 92 年基金 

徴収 (2023 年3 月 1 日支払期限) 

●一般基金(事務局の運営費用及び SDR 4 百万(約 7.3 億円)までの補償を賄う)：

￡5.5 百万(約 9 億円) 

●大規模クレーム基金(補償金額、調査費用等が SDR 4 百万超の事故)： 

▲￡4.3 百万(約 7.1 億円の払い戻し) 

イスラエルの事故向け徴収が￡3.0 百万、Hebei Spirit 大規模クレーム基金払い戻しが

￡7.3 百万、Net で▲￡4.3 百万。 

② 追加基金 

徴収無し (同基金関与する事故はこれまで発生していない) 

 

(5) 拠出金の送金代行業務 

会員会社への拠出金額の連絡及び希望する会員のための IOPC 基金への拠出金の送金代行

業務(英ポンドの為替予約を含む)を行っている。2022 年度は 6 社分、約￡40.6 千(約 6.6

百万円)の送金代行を実施した。 

拠出油量(トン) 割合 拠出油量(トン) 割合

1 日本 151,053,161 17.44% 17 ノルウェー 8,383,546 0.97%

2 韓国 132,391,350 15.28% 18 リトアニア 7,990,649 0.92%

3 オランダ 99,041,644 11.43% 19 デンマーク 7,024,847 0.81%

4 イタリア 97,718,739 11.28% 20 クロアチア 6,282,888 0.73%

5 スペイン 64,366,473 7.43% 21 ニュージーランド 3,755,474 0.43%

6 イギリス 45,567,868 5.26% 22 アイルランド 3,242,515 0.37%

7 カナダ 42,889,575 4.95% 23 エストニア 2,347,216 0.27%

8 フランス 36,417,557 4.20% 24 ベルギー 1,135,543 0.13%

9 トルコ 34,811,300 4.02% 25 モロッコ* 1,000,000 0.12%

10 ギリシャ 27,316,034 3.15% 26 バルバドス* 1,000,000 0.12%

11 ドイツ 23,130,451 2.67% 27 ハンガリー* 1,000,000 0.12%

12 スウェーデン 19,020,853 2.20% 28 ラトビア* 1,000,000 0.12%

13 ポーランド 15,114,286 1.74% 29 モンテネグロ* 1,000,000 0.12%

14 オーストラリア 12,074,228 1.39% 30 スロバキア* 1,000,000 0.12%

15 ポルトガル 9,599,274 1.11% 31 スロベニア* 1,000,000 0.12%

16 フィンランド 8,520,328 0.98% 32 コンゴ** 0 0.00%

合計 866,195,799 100%

加盟国 加盟国



 

 

(6) 2022 年特定油受取量報告 

当協会は会員会社の特定油受取量を取り纏めて国土交通省 海事局へ報告している(毎年 2

月15 日締切)。当期は 2022 暦年の特定油受取量を報告した。 

2022 暦年及び 2021 年の特定油受取量は次のとおり(単位：トン)(取扱注意)。 

 

・上表には、PIMA 会員で輸入実績はあるものの受取量 15 万トン以下の会員(6 社)の受取

量は含まれない。 

 ・「その他」には、電力会社、共同火力会社、日本国内で原油備蓄を行っている中東産油国の

国営石油会社の関連会社等が含まれる。 

 

3．2010 年HNS 条約関連(2010 年の危険物質及び有害物質の海上輸送に関連する損 

害についての責任並びに損害賠償及び補償に関する国際条約) 

・対象を人損・物損、白物石油製品・LPG・LNG・化学品等に拡大する補償制度。 

・現基金条約の制度がそのまま HNS 条約に維持・適用される見込みだと考え得る。 

・当協会は、現基金条約について加盟国間の統一解釈・運用がなされていないこと等から、 

日本の同条約の批准に反対を表明してきている。また、拠出の可能性がある関連業界の殆 

どが反対している模様(非公式情報)。 

・2022 年度の進展無し。現況は次のとおり。 

① 署名(9 か国) ：ノルウェー・カナダ・トルコ・デンマーク・オランダ・ドイツ・フランス・ギリシャ・ 

南アフリカ 

② 批准：(発効要件 3 つの内の 1 つ目は 12 か国以上の批准) 

2017 年 4 月：ノルウェー 

2018 年 4 月：カナダ・トルコ 

        7 月：デンマーク 

2019 年 7 月：南アフリカ 

2022 年 1 月：エストニア 

(既批准６か国；内4 か国が船舶200 万総トンを保有＝発効要

件の 2 つ目を既に充足) 

2022暦年 2021暦年 増減 前年比

PIMA会員 158,458,277 147,097,466 11,360,811 107.7%

その他 8,672,822 3,955,695 4,717,127 219.2%

合計 167,131,099 151,053,161 16,077,938 110.6%

PIMA比率 94.8% 97.4% -2.6% -



 

3 つ目の発効要件は、批准国計の一般貨物の受け取り 40 百万トン 

③ 2018 年 10 月：IOPC 基金総会 ＝ HNS 基金事務局を担う前提で、HNS 条約発

効後の詳細検討を、批准国が 12 か国以上となった時点で開始することに合意(それまで

は動かず) 

④ 日本の対応 (2017 年度以降の流れ) 

・国土交通省が 2018 年1 月に「2010 年HNS 条約に関する検討委員会」を開催、 

2018 年度に「2010 年 HNS 条約の国内法制化に関する検討委員会」を設置 

     委員長：藤田 友敬 東京大学大学院教授 / 事務局：公益財団法人 日本海事センター 

 

4．OCIMF 関連 

(1) 会員数：2023 年3 月末時点で約110 社。 

当協会会員の中では、出光興産株式会社及びENEOS株式会社の2社が OCIMF 会員であ

り、当協会がこれら 2 社を代表している。なお、この他、INPEX が会員である。 

(2) SIRE 2.0 

OCIMF の最重要課題の一つとして、タブレットやカメラを活用した新しい検船システム SIRE2.0

の導入準備が進められている。運用開始時期が当初予定から半年間遅れ 2022 年 10 月にま

で延期されたが、ヘルプデスクの立ち上げやユーザーテスト等に遅れが生じ、現時点では2023年

8 月を目標に作業が進められている。 

(3) 環境委員会 

OCIMF の活動方針の 4 本柱の内Advocacy 及び Membership Collaboration の取り組

み活動として 、環境委員会が中心となり、 IACS (International Association of 

Classification Societies=国際船級協会連合)及び European Comission(欧州委員会)

と共同で IMO へ GHG 関連の論文の発表を行った。 

以上 


